別紙様式第九　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法規：外国為替の取引等の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告に関する省令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主務官庁：財　務　省
発 生
資 本 取 引 に 関 す る 債 権 の 変 更 報 告 書
消 滅 

（法第５５条の３第１項第１号から第４号、第１０号及び第１１号に係るもの）
財務大臣殿
（日本銀行経由）
報告年月日：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
報　告　者：
氏名又は名称及び　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
報告者の区分（該当分に○）
１．公的　２．銀行　３．その他　
住所又は所在地　　　　　　　　　　　　　　　
責任者記名押印
又は署名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者の氏名（電話番号）　　　　　　　　　　
	１　資本取引の種類

	　　　　　　　（下記の中から選びその番号を枠内に記入すること）

	（１）非居住者との間の資本取引
1)　信託契約　　　　　　　　　　2)　金銭の貸付契約　　　　　　　　　　3)　金銭の借入契約
4)　債務の保証契約　　　　　　　5)　対外支払手段又は債権の売買契約　　6)　金融指標等先物契約
（２）居住者との間の資本取引
7)　居住者との間の対外支払手段の売買又は債権の売買契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）
8)　金融指標等先物契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）

	２　取引の相手方の所在国又は地域
	

	３　取引の実行年月日（契約締結日）

	　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　　日

	４　債権の発生・変更・消滅別報告項目
	（１）債権の発生
	取引金額
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	

	
	（２）債権の変更
　　
	変更のあった項目（該当分に○）
	変更前の内容
	変更後の内容

	
	
	1) 取引金額
	
	

	
	
	2) 貸借の期間
	
	

	
	
	3) 年利率（％）
	
	

	
	（３）債権の消滅
	取引金額
	

	
	
	消滅の事由
（該当分に○）
	1)債権放棄又は債権者による債務の免除
2)債権者の変更又は債権の売却
3)その他（具体的事由を記入：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	


（記入要領）
１　資本取引に関する債権の「発生」、「変更」又は「消滅」に係る報告のうち、資本取引に関する債権の「変更」および「消滅」に係る報告を、本報告書により同時に報告して差し支えない。なお、様式中行った取引以外の取引に該当する字句を消すこと。
２　西暦により記入すること。
３「責任者記名押印又は署名」欄には、報告の提出について授権された者が記名押印又は署名すること。
４「４ 債権の発生・変更・消滅別報告項目」欄は、該当する項目のみを記入すること。取引金額は、原通貨で記入すること。また、金融指標等先物契約にあっては想定元本を記入すること。
５　対外支払手段の売買契約にあっては、債権の発生、消滅にかかわらず、すべて「４（１）債権の発生 取引金額」欄に、買入通貨に係る金額および通貨の種類、売渡通貨に係る金額および通貨の種類（かっこ書き）をそれぞれ記入すること。
（日本工業規格Ａ４）
記入例　信託契約（債権の発生）
別紙様式第九　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法規：外国為替の取引等の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告に関する省令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主務官庁：財　務　省
発 生
資 本 取 引 に 関 す る 債 権 の 変 更 報 告 書
消 滅 

（法第５５条の３第１項第１号から第４号、第１０号及び第１１号に係るもの）
財務大臣殿
（日本銀行経由）
報告年月日：２００５年１月３０日　　　
報　告　者：
氏名又は名称及び　いろは商事株式会社
代表者の氏名　　　代表取締役　　甲野太郎　 　
報告者の区分（該当分に○）
１．公的　２．銀行　３．その他　
住所又は所在地 東京都中央区日本橋本石町2-1-1 
責任者記名押印
又は署名　　　　国際部長　乙川次郎　　 印　　 
担当者の氏名（電話番号）丙山一郎03-3279-1111

	１　資本取引の種類

	　　　　　　　（下記の中から選びその番号を枠内に記入すること）

	（１）非居住者との間の資本取引
1)　信託契約　　　　　　　　　　2)　金銭の貸付契約　　　　　　　　　　3)　金銭の借入契約
4)　債務の保証契約　　　　　　　5)　対外支払手段又は債権の売買契約　　6)　金融指標等先物契約
（２）居住者との間の資本取引
7)　居住者との間の対外支払手段の売買又は債権の売買契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）
8)　金融指標等先物契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）

	２　取引の相手方の所在国又は地域
	アメリカ合衆国

	３　取引の実行年月日（契約締結日）

	　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　　日

	４　債権の発生・変更・消滅別報告項目
	（１）債権の発生
	取引金額
	ＵＳ$２，０００，０００．－
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	

	
	（２）債権の変更
　　
	変更のあった項目（該当分に○）
	変更前の内容
	変更後の内容

	
	
	1) 取引金額
	
	

	
	
	2) 貸借の期間
	
	

	
	
	3) 年利率（％）
	
	


	
	（３）債権の消滅
	取引金額
	

	
	
	消滅の事由
（該当分に○）
	1)債権放棄又は債権者による債務の免除
2)債権者の変更又は債権の売却
3)その他（具体的事由を記入：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	


（記入要領）
１　資本取引に関する債権の「発生」、「変更」又は「消滅」に係る報告のうち、資本取引に関する債権の「変更」および「消滅」に係る報告を、本報告書により同時に報告して差し支えない。なお、様式中行った取引以外の取引に該当する字句を消すこと。
２　西暦により記入すること。
３「責任者記名押印又は署名」欄には、報告の提出について授権された者が記名押印又は署名すること。
４「４ 債権の発生・変更・消滅別報告項目」欄は、該当する項目のみを記入すること。取引金額は、原通貨で記入すること。また、金融指標等先物契約にあっては想定元本を記入すること。
５　対外支払手段の売買契約にあっては、債権の発生、消滅にかかわらず、すべて「４（１）債権の発生 取引金額」欄に、買入通貨に係る金額および通貨の種類、売渡通貨に係る金額および通貨の種類（かっこ書き）をそれぞれ記入すること。
（日本工業規格Ａ４）

1. 報告が必要な取引または行為
居住者が非居住者との間で金銭を信託する契約（注1）を締結した場合。
ただし、信託金額が１億円に相当する額（注2）以下の場合は報告不要です。
　　　（注１） 不動産信託の場合は不動産を信託の対象としているため本件報告の対象外ですが、同契約の中に信託配当金を再投資することが規定されている場合は、再投資部分（金銭に該当）が報告の対象となります。なお、証券投資信託等の場合で受益証券が発行され、これを取得する場合は信託契約ではなく、証券の取得となります。
　　　（注２） 外貨の場合は外為法で定める「基準・裁定外国為替相場」により換算して下さい（以下、金額の換算については同様です）。
2. 報告の時期
契約締結の日から20日以内。
3. 提出書類および提出部数
「資本取引に関する債権の発生報告書」（別紙様式第九）・・・1通
4. 債権の変更・消滅に関する報告書
(1) 債権の変更に関する報告書
　発生報告書の提出後、契約を変更した場合であって、同報告書の記載内容に変更が生じるときは、変更契約締結の日から20日以内に「資本取引に関する債権の変更報告書」（別紙様式第九）1通を提出する必要があります。
(2) 債権の消滅に関する報告書
　信託契約が終了したとき（一部解約を含む）は、契約終了の日（又は一部解約の日）から20日以内に「資本取引に関する債権の消滅報告書」（別紙様式第九）1通を提出する必要があります。
ただし、発生報告書又は上記(1)の変更報告書により報告したところに従い、その履行として行った債権の消滅の場合は報告不要です。
5. 報告書の提出先と照会先

(1) 提出先

東京都中央区日本橋本石町2-1-1　日本銀行国際局外為法手続担当　50番窓口

（郵送の場合の宛先：〒103-8660　郵便事業株式会社　日本橋支店私書箱30号　日本銀行国際局外為法手続担当）

(2) 本報告書に関する照会先

　・フリーダイヤル　0120-79-6656

・ダイヤルイン　　03-3277-2107
記入例　金銭の貸付契約（債権の発生）
別紙様式第九　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法規：外国為替の取引等の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告に関する省令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主務官庁：財　務　省
発 生
資 本 取 引 に 関 す る 債 権 の 変 更 報 告 書
消 滅 

（法第５５条の３第１項第１号から第４号、第１０号及び第１１号に係るもの）
財務大臣殿
（日本銀行経由）
報告年月日：２００５年１月３０日　　　
報　告　者：
氏名又は名称及び　いろは商事株式会社
代表者の氏名　　　代表取締役　　甲野太郎　 　
報告者の区分（該当分に○）
１．公的　２．銀行　３．その他　
住所又は所在地 東京都中央区日本橋本石町2-1-1 
責任者記名押印
又は署名　　　　国際部長　乙川次郎　　 印　　 
担当者の氏名（電話番号）丙山一郎03-3279-1111

	１　資本取引の種類

	　　　　　　　（下記の中から選びその番号を枠内に記入すること）

	（１）非居住者との間の資本取引
1)　信託契約　　　　　　　　　　2)　金銭の貸付契約　　　　　　　　　　3)　金銭の借入契約
4)　債務の保証契約　　　　　　　5)　対外支払手段又は債権の売買契約　　6)　金融指標等先物契約
（２）居住者との間の資本取引
7)　居住者との間の対外支払手段の売買又は債権の売買契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）
8)　金融指標等先物契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）

	２　取引の相手方の所在国又は地域
	アメリカ合衆国

	３　取引の実行年月日（契約締結日）

	　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　　日

	４　債権の発生・変更・消滅別報告項目
	（１）債権の発生
	取引金額
	ＵＳ$２，０００，０００．－
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	 ６％

	
	（２）債権の変更
　　
	変更のあった項目（該当分に○）
	変更前の内容
	変更後の内容

	
	
	1) 取引金額
	
	

	
	
	2) 貸借の期間
	
	

	
	
	3) 年利率（％）
	
	

	
	（３）債権の消滅
	取引金額
	

	
	
	消滅の事由
（該当分に○）
	1)債権放棄又は債権者による債務の免除
2)債権者の変更又は債権の売却
3)その他（具体的事由を記入：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	


（記入要領）
１　資本取引に関する債権の「発生」、「変更」又は「消滅」に係る報告のうち、資本取引に関する債権の「変更」および「消滅」に係る報告を、本報告書により同時に報告して差し支えない。なお、様式中行った取引以外の取引に該当する字句を消すこと。
２　西暦により記入すること。
３「責任者記名押印又は署名」欄には、報告の提出について授権された者が記名押印又は署名すること。
４「４ 債権の発生・変更・消滅別報告項目」欄は、該当する項目のみを記入すること。取引金額は、原通貨で記入すること。また、金融指標等先物契約にあっては想定元本を記入すること。
５　対外支払手段の売買契約にあっては、債権の発生、消滅にかかわらず、すべて「４（１）債権の発生 取引金額」欄に、買入通貨に係る金額および通貨の種類、売渡通貨に係る金額および通貨の種類（かっこ書き）をそれぞれ記入すること。
（日本工業規格Ａ４）
記入例　金銭の貸付契約（債権の変更・消滅）
別紙様式第九　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法規：外国為替の取引等の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告に関する省令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主務官庁：財　務　省
発 生
資 本 取 引 に 関 す る 債 権 の 変 更 報 告 書
消 滅 

（法第５５条の３第１項第１号から第４号、第１０号及び第１１号に係るもの）
財務大臣殿
（日本銀行経由）
報告年月日：２００５年１月３０日　　　
報　告　者：
氏名又は名称及び　いろは商事株式会社
代表者の氏名　　　代表取締役　　甲野太郎　 　
報告者の区分（該当分に○）
１．公的　２．銀行　３．その他　
住所又は所在地 東京都中央区日本橋本石町2-1-1 
責任者記名押印
又は署名　　　　国際部長　乙川次郎　　 印　　 
担当者の氏名（電話番号）丙山一郎03-3279-1111

	１　資本取引の種類

	　　　　　　　（下記の中から選びその番号を枠内に記入すること）

	（１）非居住者との間の資本取引
1)　信託契約　　　　　　　　　　2)　金銭の貸付契約　　　　　　　　　　3)　金銭の借入契約
4)　債務の保証契約　　　　　　　5)　対外支払手段又は債権の売買契約　　6)　金融指標等先物契約
（２）居住者との間の資本取引
7)　居住者との間の対外支払手段の売買又は債権の売買契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）
8)　金融指標等先物契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）

	２　取引の相手方の所在国又は地域
	アメリカ合衆国

	３　取引の実行年月日（契約締結日）

	　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　　日

	４　債権の発生・変更・消滅別報告項目
	（１）債権の発生
	取引金額
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	 

	
	（２）債権の変更
　　
	変更のあった項目（該当分に○）
	変更前の内容
	変更後の内容

	
	
	1) 取引金額
	
	

	
	
	2) 貸借の期間
	
	

	
	
	3) 年利率（％）
	６％
	５％

	
	（３）債権の消滅
	取引金額
	ＵＳ$２，０００，０００．－

	
	
	消滅の事由
（該当分に○）
	1)債権放棄又は債権者による債務の免除
2)債権者の変更又は債権の売却
3)その他（具体的事由を記入：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	５％


（記入要領）
１　資本取引に関する債権の「発生」、「変更」又は「消滅」に係る報告のうち、資本取引に関する債権の「変更」および「消滅」に係る報告を、本報告書により同時に報告して差し支えない。なお、様式中行った取引以外の取引に該当する字句を消すこと。
２　西暦により記入すること。
３「責任者記名押印又は署名」欄には、報告の提出について授権された者が記名押印又は署名すること。
４「４ 債権の発生・変更・消滅別報告項目」欄は、該当する項目のみを記入すること。取引金額は、原通貨で記入すること。また、金融指標等先物契約にあっては想定元本を記入すること。
５　対外支払手段の売買契約にあっては、債権の発生、消滅にかかわらず、すべて「４（１）債権の発生 取引金額」欄に、買入通貨に係る金額および通貨の種類、売渡通貨に係る金額および通貨の種類（かっこ書き）をそれぞれ記入すること。
（日本工業規格Ａ４）

1. 報告が必要な取引または行為
(1) 居住者が非居住者に対し、期間1年以内の金銭の貸付を行った場合。
 (2) 居住者が非居住者に対し、期間1年超の金銭の貸付を行った場合であって、当該非居住者が対外直接投資に係る外国法人（注1）以外の場合。
(3)　 居住者が他の居住者又は非居住者から上記(1)又は(2)に該当する貸付債権を譲受けた場合（この場合、残存期間をもって上記期間を判断して下さい）。
ただし、貸付金額（又は残存金額）が1億円に相当する額（注2）以下の場合は報告不要です。
なお、対外直接投資に係る外国法人に対する期間1年超の金銭の貸付については「対外直接投資に係る金銭の貸付契約に関する報告書」により報告することになります。
（注1）　対外直接投資に係る外国法人とは居住者と次のいずれかに該当する外国法人をいいます。
ａ　当該外国法人に対する居住者の出資比率、又は居住者とその100％出資子会社および共同投資者（当該外国法人の経営に共同して参加する居住者又は非居住者をいう）の合計の出資比率が10％以上の場合。
ｂ　居住者が当該外国法人に役員を派遣している場合。
ｃ　居住者が当該外国法人に対し、長期に亘る原材料の供給又は製品の売買を行っている場合。
ｄ　居住者が当該外国法人に対し、重要な製造技術の提供を行っている場合。
（注2）　外貨の場合は外為法で定める「基準・裁定外国為替相場」により換算して下さい（以下、金額の換算については同様です）。
2. 報告の時期
契約締結の日（又は債権譲受の日）から20日以内。
3. 提出書類および提出部数
「資本取引に関する債権の発生報告書」（別紙様式第九）・・・1通
4. 債権の変更・消滅に関する報告書
(1) 債権の変更に関する報告書
　発生報告書の提出後、貸付契約を変更した場合であって、同報告書の記載内容に変更が生じるときは、変更契約締結の日から20日以内に「資本取引に関する債権の変更報告書」（別紙様式第九）1通を提出する必要があります。
(2) 債権の消滅に関する報告書
　貸付契約が終了したとき（一部回収、譲渡、放棄・免除等を含む）は、契約終了の日（又は一部回収、譲渡、放棄・免除等の日）から20日以内に「資本取引に関する債権の消滅報告書」（別紙様式第九）1通を提出する必要があります。
　ただし、発生報告書又は上記(1)の変更報告書により報告したところに従い、その履行として行った債権の消滅の場合は報告不要です。
5. 報告書の提出先と照会先

(1) 提出先

東京都中央区日本橋本石町2-1-1　日本銀行国際局外為法手続担当　50番窓口

（郵送の場合の宛先：〒103-8660　郵便事業株式会社　日本橋支店私書箱30号　日本銀行国際局外為法手続担当）

(2) 本報告書に関する照会先

　・フリーダイヤル　0120-79-6656

・ダイヤルイン　　03-3277-2107
記入例　金銭の借入契約（債権の発生）
別紙様式第九　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法規：外国為替の取引等の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告に関する省令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主務官庁：財　務　省
発 生
資 本 取 引 に 関 す る 債 権 の 変 更 報 告 書
消 滅 

（法第５５条の３第１項第１号から第４号、第１０号及び第１１号に係るもの）
財務大臣殿
（日本銀行経由）
報告年月日：２００５年１月３０日　　　
報　告　者：
氏名又は名称及び　いろは商事株式会社
代表者の氏名　　　代表取締役　　甲野太郎　 　
報告者の区分（該当分に○）
１．公的　２．銀行　３．その他　
住所又は所在地 東京都中央区日本橋本石町2-1-1 
責任者記名押印
又は署名　　　　国際部長　乙川次郎　　 印　　 
担当者の氏名（電話番号）丙山一郎03-3279-1111

	１　資本取引の種類

	　　　　　　　（下記の中から選びその番号を枠内に記入すること）

	（１）非居住者との間の資本取引
1)　信託契約　　　　　　　　　　2)　金銭の貸付契約　　　　　　　　　　3)　金銭の借入契約
4)　債務の保証契約　　　　　　　5)　対外支払手段又は債権の売買契約　　6)　金融指標等先物契約
（２）居住者との間の資本取引
7)　居住者との間の対外支払手段の売買又は債権の売買契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）
8)　金融指標等先物契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）

	２　取引の相手方の所在国又は地域
	アメリカ合衆国

	３　取引の実行年月日（契約締結日）

	　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　　日

	４　債権の発生・変更・消滅別報告項目
	（１）債権の発生
	取引金額
	ＵＳ$２，０００，０００．－
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	 ５．５％

	
	（２）債権の変更
　　
	変更のあった項目（該当分に○）
	変更前の内容
	変更後の内容

	
	
	1) 取引金額
	
	

	
	
	2) 貸借の期間
	
	

	
	
	3) 年利率（％）
	
	

	
	（３）債権の消滅
	取引金額
	

	
	
	消滅の事由
（該当分に○）
	1)債権放棄又は債権者による債務の免除
2)債権者の変更又は債権の売却
3)その他（具体的事由を記入：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	


（記入要領）
１　資本取引に関する債権の「発生」、「変更」又は「消滅」に係る報告のうち、資本取引に関する債権の「変更」および「消滅」に係る報告を、本報告書により同時に報告して差し支えない。なお、様式中行った取引以外の取引に該当する字句を消すこと。
２　西暦により記入すること。
３「責任者記名押印又は署名」欄には、報告の提出について授権された者が記名押印又は署名すること。
４「４ 債権の発生・変更・消滅別報告項目」欄は、該当する項目のみを記入すること。取引金額は、原通貨で記入すること。また、金融指標等先物契約にあっては想定元本を記入すること。
５　対外支払手段の売買契約にあっては、債権の発生、消滅にかかわらず、すべて「４（１）債権の発生 取引金額」欄に、買入通貨に係る金額および通貨の種類、売渡通貨に係る金額および通貨の種類（かっこ書き）をそれぞれ記入すること。
（日本工業規格Ａ４）
記入例　金銭の借入契約（債権の変更・消滅）
別紙様式第九　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法規：外国為替の取引等の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告に関する省令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主務官庁：財　務　省
発 生
資 本 取 引 に 関 す る 債 権 の 変 更 報 告 書
消 滅 

（法第５５条の３第１項第１号から第４号、第１０号及び第１１号に係るもの）
財務大臣殿
（日本銀行経由）
報告年月日：２００５年１月３０日　　　
報　告　者：
氏名又は名称及び　いろは商事株式会社
代表者の氏名　　　代表取締役　　甲野太郎　 　
報告者の区分（該当分に○）
１．公的　２．銀行　３．その他　
住所又は所在地 東京都中央区日本橋本石町2-1-1 
責任者記名押印
又は署名　　　　国際部長　乙川次郎　　 印　　 
担当者の氏名（電話番号）丙山一郎03-3279-1111

	１　資本取引の種類

	　　　　　　　（下記の中から選びその番号を枠内に記入すること）

	（１）非居住者との間の資本取引
1)　信託契約　　　　　　　　　　2)　金銭の貸付契約　　　　　　　　　　3)　金銭の借入契約
4)　債務の保証契約　　　　　　　5)　対外支払手段又は債権の売買契約　　6)　金融指標等先物契約
（２）居住者との間の資本取引
7)　居住者との間の対外支払手段の売買又は債権の売買契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）
8)　金融指標等先物契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）

	２　取引の相手方の所在国又は地域
	アメリカ合衆国

	３　取引の実行年月日（契約締結日）

	　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　　日

	４　債権の発生・変更・消滅別報告項目
	（１）債権の発生
	取引金額
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	 

	
	（２）債権の変更
　　
	変更のあった項目（該当分に○）
	変更前の内容
	変更後の内容

	
	
	1) 取引金額
	
	

	
	
	2) 貸借の期間
	
	

	
	
	3) 年利率（％）
	５．５％
	５％

	
	（３）債権の消滅
	取引金額
	ＵＳ$２，０００，０００．－

	
	
	消滅の事由
（該当分に○）
	1)債権放棄又は債権者による債務の免除
2)債権者の変更又は債権の売却
3)その他（具体的事由を記入：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	５％


（記入要領）
１　資本取引に関する債権の「発生」、「変更」又は「消滅」に係る報告のうち、資本取引に関する債権の「変更」および「消滅」に係る報告を、本報告書により同時に報告して差し支えない。なお、様式中行った取引以外の取引に該当する字句を消すこと。
２　西暦により記入すること。
３「責任者記名押印又は署名」欄には、報告の提出について授権された者が記名押印又は署名すること。
４「４ 債権の発生・変更・消滅別報告項目」欄は、該当する項目のみを記入すること。取引金額は、原通貨で記入すること。また、金融指標等先物契約にあっては想定元本を記入すること。
５　対外支払手段の売買契約にあっては、債権の発生、消滅にかかわらず、すべて「４（１）債権の発生 取引金額」欄に、買入通貨に係る金額および通貨の種類、売渡通貨に係る金額および通貨の種類（かっこ書き）をそれぞれ記入すること。
（日本工業規格Ａ４）


1. 報告が必要な取引または行為
居住者が非居住者から金銭を借入れた場合であって、対内直接投資に係る金銭の貸付けに該当しないもの（以下「資本取引に係る金銭の借入」といいます）。なお、対内直接投資に係る金銭の貸付けは、外国投資家（注1）が本邦に主たる事務所を有する法人（以下「借入先」といいます）に対し1年を超えて金銭を貸付ける（貸付債権譲受けによる金銭の貸付けを含み、居住者外国投資家が行う本邦通貨による貸付けを除く。以下「金銭の貸付け」といいます）場合であって、次のいずれにも該当するものをいい、当該外国投資家は別途の手続きを行う必要があります。
ａ　当該貸付け後における当該外国投資家から借入先への金銭の貸付けの残高が１億円に相当する額（注2）を超える。

ｂ　当該貸付け後における当該外国投資家から借入先への金銭の貸付けの残高と、当該外国投資家が保有する借入先が発行した社債（注3）との残高の合計額（注4）が、当該貸付け後における借入先の負債の額として定める額（注5）の50％に相当する額を超える。
（注１） 次の事業を営む者（以下「金融機関」といいます）がその業務として行う金銭の貸付けは対内直接投資等に該当しません。
　　　　　 ａ　銀行業、信託業、保険業または金融商品取引業を営む者。
ｂ　業としての金銭の貸付を主として行う者。

（注2）　外貨の場合は外為法第７条に定める「基準・裁定外国為替相場」により換算して下さい（以下、金額の換算については同様です）。
（注3） 会社の発行する社債で、特定の外国投資家に対して募集されたものに限ります。ただし、次のいずれかに該当するものを除きます。

ａ　金融機関が業として取得した社債。
ｂ　居住者外国投資家が取得した本邦通貨をもって表示される社債。

ｃ　取得の日から元本の償還の日までの期間が一年以下である社債。

ｄ　当該外国投資家による取得後における保有高が1億円に相当する額以下の社債。

（注4） 対内直接投資等に関する政令第2条第4項に定める関連会社等分を含みます。
（注5） 当該貸付けを行った日の属する事業年度の直前の事業年度末の貸借対照表（当該直前の事業年度がない場合は、直前の貸借対照表）の負債の部に計上した額と当該貸付けの金額とを合算した額とします。ただし、貸借対照表を作成していない場合は、当該貸付けを行った日の属する事業年度の直前の事業年度末の財産目録（当該直前の事業年度がない場合は、直前の財産目録）の負債の総額と当該貸付けの金額とを合算した額とします。
ただし、資本取引に係る金銭の借入であっても、次のいずれかに該当するものは報告不要です。
ａ　借入金額が１億円に相当する額以下の場合。
ｂ　金銭の借入契約が円建による場合。
ｃ　本邦の輸入業者が支払うべき輸入代金（運賃、保険料を含む）を、海外金融機関が代って決済したことにより生じた当該金融機関との間の金銭の借入契約の場合。
ｄ　仲介貿易を行う居住者が支払うべき当該貨物の代金を、海外金融機関が代って決済したことにより生じた当該金融機関との間の金銭の借入契約の場合。
2. 報告の時期
契約締結の日から20日以内。
3. 提出書類および提出部数
「資本取引に関する債権の発生報告書」（別紙様式第九）・・・1通
4. 債権の変更・消滅に関する報告書
(1)債権の変更に関する報告書
　発生報告書の提出後、借入契約を変更した場合であって、同報告書の記載内容に変更が生じるときは、変更契約締結の日から20日以内に「資本取引に関する債権の変更報告書」（別紙様式第九）1通を提出する必要があります。
(2)債権の消滅に関する報告書
　借入契約が終了したとき（一部返済、免除、借入先＜債権者＞が変更された場合等を含む）は、契約終了の日（又は一部返済、免除等の日）から20日以内に「資本取引に関する債権の消滅報告書」（別紙様式第九）1通を提出する必要があります。
　ただし、発生報告書又は上記(1)の変更報告書により報告したところに従い、その履行として行った債権の消滅の場合は報告不要です。
5. 報告書の提出先と照会先

(1) 提出先

東京都中央区日本橋本石町2-1-1　日本銀行国際局外為法手続担当　50番窓口

（郵送の場合の宛先：〒103-8660　郵便事業株式会社　日本橋支店私書箱30号　日本銀行国際局外為法手続担当）

(2) 本報告書に関する照会先

　・フリーダイヤル　0120-79-6656

・ダイヤルイン　　03-3277-2107
記入例　債務の保証契約（債権の発生）
別紙様式第九　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法規：外国為替の取引等の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告に関する省令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主務官庁：財　務　省
発 生
資 本 取 引 に 関 す る 債 権 の 変 更 報 告 書
消 滅 

（法第５５条の３第１項第１号から第４号、第１０号及び第１１号に係るもの）
財務大臣殿
（日本銀行経由）
報告年月日：２００５年１月３０日　　　
報　告　者：
氏名又は名称及び　いろは商事株式会社
代表者の氏名　　　代表取締役　　甲野太郎　 　
報告者の区分（該当分に○）
１．公的　２．銀行　３．その他　
住所又は所在地 東京都中央区日本橋本石町2-1-1 
責任者記名押印
又は署名　　　　国際部長　乙川次郎　　 印　　 
担当者の氏名（電話番号）丙山一郎03-3279-1111

	１　資本取引の種類

	　　　　　　　（下記の中から選びその番号を枠内に記入すること）

	（１）非居住者との間の資本取引
1)　信託契約　　　　　　　　　　2)　金銭の貸付契約　　　　　　　　　　3)　金銭の借入契約
4)　債務の保証契約　　　　　　　5)　対外支払手段又は債権の売買契約　　6)　金融指標等先物契約
（２）居住者との間の資本取引
7)　居住者との間の対外支払手段の売買又は債権の売買契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）
8)　金融指標等先物契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）

	２　取引の相手方の所在国又は地域
	アメリカ合衆国

	３　取引の実行年月日（契約締結日）

	　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　　日

	４　債権の発生・変更・消滅別報告項目
	（１）債権の発生
	取引金額
	ＵＳ$２，０００，０００．－
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	

	
	（２）債権の変更
　　
	変更のあった項目（該当分に○）
	変更前の内容
	変更後の内容

	
	
	1) 取引金額
	
	

	
	
	2) 貸借の期間
	
	

	
	
	3) 年利率（％）
	
	

	
	（３）債権の消滅
	取引金額
	

	
	
	消滅の事由
（該当分に○）
	1)債権放棄又は債権者による債務の免除
2)債権者の変更又は債権の売却
3)その他（具体的事由を記入：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	


（記入要領）
１　資本取引に関する債権の「発生」、「変更」又は「消滅」に係る報告のうち、資本取引に関する債権の「変更」および「消滅」に係る報告を、本報告書により同時に報告して差し支えない。なお、様式中行った取引以外の取引に該当する字句を消すこと。
２　西暦により記入すること。
３「責任者記名押印又は署名」欄には、報告の提出について授権された者が記名押印又は署名すること。
４「４ 債権の発生・変更・消滅別報告項目」欄は、該当する項目のみを記入すること。取引金額は、原通貨で記入すること。また、金融指標等先物契約にあっては想定元本を記入すること。
５　対外支払手段の売買契約にあっては、債権の発生、消滅にかかわらず、すべて「４（１）債権の発生 取引金額」欄に、買入通貨に係る金額および通貨の種類、売渡通貨に係る金額および通貨の種類（かっこ書き）をそれぞれ記入すること。
（日本工業規格Ａ４）

1. 報告が必要な取引または行為
 次に掲げる外国法人（外国法令に基づいて設立された法人をいう）が外国において証券を発行又は募集するにあたって、居住者が当該外国法人のために非居住者との間で証券の発行又は募集について債務の保証契約を締結した場合。
ａ 居住者の出資比率（株式の数又は出資持分の金額）が25％以上の外国法人。
ｂ 上記ａに掲げる法人又は居住者と上記ａの法人により、株式又は出資持分の全部を所有されている外国法人。
ｃ 居住者又は上記ａ、ｂの法人のために外国において証券を発行する外国法人。
ただし、債務の保証金額が1億円に相当する額（注）以下の場合は報告不要です。
（注）　外貨の場合は外為法で定める「基準・裁定外国為替相場」により換算して下さい（以下、金額の換算については同様です）。
2. 報告の時期
契約締結の日から20日以内。
3. 提出書類および提出部数
「資本取引に関する債権の発生報告書」（別紙様式第九）・・・1通
4. 債権の変更・消滅に関する報告書
(1) 債権の変更に関する報告書
　発生報告書の提出後、保証契約を変更した場合であって、同報告書の記載内容に変更が生じるときは、変更契約締結の日から20日以内に「資本取引に関する債権の変更報告書」（別紙様式第九）1通を提出する必要があります。
(2) 債権の消滅に関する報告書
　保証契約が終了したとき（保証の一部解除等を含む）は、契約終了の日（又は一部解除等の日）から20日以内に「資本取引に関する債権の消滅報告書」（別紙様式第九）1通を提出する必要があります。
　ただし、発生報告書又は上記(1)の変更報告書により報告したところに従い、その履行として行った債権の消滅の場合は報告不要です。
5. 報告書の提出先と照会先

(1) 提出先

東京都中央区日本橋本石町2-1-1　日本銀行国際局外為法手続担当　50番窓口

（郵送の場合の宛先：〒103-8660　郵便事業株式会社　日本橋支店私書箱30号　日本銀行国際局外為法手続担当）

(2) 本報告書に関する照会先

　・フリーダイヤル　0120-79-6656

・ダイヤルイン　　03-3277-2107
記入例　対外支払手段の売買（債権の発生）
別紙様式第九　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法規：外国為替の取引等の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告に関する省令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主務官庁：財　務　省
発 生
資 本 取 引 に 関 す る 債 権 の 変 更 報 告 書
消 滅 

（法第５５条の３第１項第１号から第４号、第１０号及び第１１号に係るもの）
財務大臣殿
（日本銀行経由）
報告年月日：２００５年１月３０日　　　
報　告　者：
氏名又は名称及び　いろは商事株式会社
代表者の氏名　　　代表取締役　　甲野太郎　 　
報告者の区分（該当分に○）
１．公的　２．銀行　３．その他　
住所又は所在地 東京都中央区日本橋本石町2-1-1 
責任者記名押印
又は署名　　　　国際部長　乙川次郎　　 印　　 
担当者の氏名（電話番号）丙山一郎03-3279-1111

	１　資本取引の種類

	　　　　　　　（下記の中から選びその番号を枠内に記入すること）

	（１）非居住者との間の資本取引
1)　信託契約　　　　　　　　　　2)　金銭の貸付契約　　　　　　　　　　3)　金銭の借入契約
4)　債務の保証契約　　　　　　　5)　対外支払手段又は債権の売買契約　　6)　金融指標等先物契約
（２）居住者との間の資本取引
7)　居住者との間の対外支払手段の売買又は債権の売買契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）
8)　金融指標等先物契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）

	２　取引の相手方の所在国又は地域
	アメリカ合衆国

	３　取引の実行年月日（契約締結日）

	　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　　日

	４　債権の発生・変更・消滅別報告項目
	（１）債権の発生
	取引金額
	ＵＳ$２，０００，０００．－
（　￥２４０，０００，０００．－　　　　　）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	

	
	（２）債権の変更
　　
	変更のあった項目（該当分に○）
	変更前の内容
	変更後の内容

	
	
	1) 取引金額
	
	

	
	
	2) 貸借の期間
	
	

	
	
	3) 年利率（％）
	
	

	
	（３）債権の消滅
	取引金額
	

	
	
	消滅の事由
（該当分に○）
	1)債権放棄又は債権者による債務の免除
2)債権者の変更又は債権の売却
3)その他（具体的事由を記入：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	


（記入要領）
１　資本取引に関する債権の「発生」、「変更」又は「消滅」に係る報告のうち、資本取引に関する債権の「変更」および「消滅」に係る報告を、本報告書により同時に報告して差し支えない。なお、様式中行った取引以外の取引に該当する字句を消すこと。
２　西暦により記入すること。
３「責任者記名押印又は署名」欄には、報告の提出について授権された者が記名押印又は署名すること。
４「４ 債権の発生・変更・消滅別報告項目」欄は、該当する項目のみを記入すること。取引金額は、原通貨で記入すること。また、金融指標等先物契約にあっては想定元本を記入すること。
５　対外支払手段の売買契約にあっては、債権の発生、消滅にかかわらず、すべて「４（１）債権の発生 取引金額」欄に、買入通貨に係る金額および通貨の種類、売渡通貨に係る金額および通貨の種類（かっこ書き）をそれぞれ記入すること。
（日本工業規格Ａ４）

1. 報告が必要な取引または行為
　居住者が非居住者との間で次に掲げる対外支払手段（外国通貨をもって表示され、又は外国において支払のために使用できるものをいう。）を売買する契約を締結した場合。
ａ　銀行券、政府紙幣、小額紙幣および硬貨。
ｂ　小切手（旅行小切手を含む。）、為替手形、郵便為替および信用状。
ｃ　約束手形等の上記ａ、ｂに掲げるもののいずれかに類するものであって、支払のために使用できるもの。
　　　ｄ　外為法第6条1項7号ハに定めるもの（いわゆる電子マネーに類するもの）。
　　　ただし、対外支払手段の売買金額が1億円に相当する額（注）以下の場合は報告不要です。
　　　（注）　外貨の場合は外為法で定める「基準・裁定外国為替相場」により換算して下さい（以下、金額の換算については同様です）。
2. 報告の時期
契約締結の日から20日以内。
3. 提出書類および提出部数
「資本取引に関する債権の発生報告書」（別紙様式第九）・・・1通
4. 債権の変更・消滅に関する報告書
(1) 債権の変更に関する報告書
　発生報告書の提出後、契約を変更した場合であって、同報告書の記載内容に変更が生じるときは、変更契約締結の日から20日以内に「資本取引に関する債権の変更報告書」（別紙様式第九）1通を提出する必要があります。
(2) 債権の消滅に関する報告書
　売買契約が終了したとき（一部実行を含む）は、契約終了の日（又は一部実行の日）から20日以内に「資本取引に関する債権の消滅報告書」（別紙様式第九）1通を提出する必要があります。
　ただし、発生報告書又は上記(1)の変更報告書により報告したところに従い、その履行として行った債権の消滅の場合は報告不要です。
5. 報告書の提出先と照会先

(1) 提出先

東京都中央区日本橋本石町2-1-1　日本銀行国際局外為法手続担当　50番窓口

（郵送の場合の宛先：〒103-8660　郵便事業株式会社　日本橋支店私書箱30号　日本銀行国際局外為法手続担当）

(2) 本報告書に関する照会先

　・フリーダイヤル　0120-79-6656

・ダイヤルイン　　03-3277-2107
記入例　債権の売買（債権の発生）
別紙様式第九　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法規：外国為替の取引等の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告に関する省令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主務官庁：財　務　省
発 生
資 本 取 引 に 関 す る 債 権 の 変 更 報 告 書
消 滅 

（法第５５条の３第１項第１号から第４号、第１０号及び第１１号に係るもの）
財務大臣殿
（日本銀行経由）
報告年月日：２００５年１月３０日　　　
報　告　者：
氏名又は名称及び　いろは商事株式会社
代表者の氏名　　　代表取締役　　甲野太郎　 　
報告者の区分（該当分に○）
１．公的　２．銀行　３．その他　
住所又は所在地 東京都中央区日本橋本石町2-1-1 
責任者記名押印
又は署名　　　　国際部長　乙川次郎　　 印　　 
担当者の氏名（電話番号）丙山一郎03-3279-1111

	１　資本取引の種類

	　　　　　　　（下記の中から選びその番号を枠内に記入すること）

	（１）非居住者との間の資本取引
1)　信託契約　　　　　　　　　　2)　金銭の貸付契約　　　　　　　　　　3)　金銭の借入契約
4)　債務の保証契約　　　　　　　5)　対外支払手段又は債権の売買契約　　6)　金融指標等先物契約
（２）居住者との間の資本取引
7)　居住者との間の対外支払手段の売買又は債権の売買契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）
8)　金融指標等先物契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）

	２　取引の相手方の所在国又は地域
	アメリカ合衆国

	３　取引の実行年月日（契約締結日）

	　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　　日

	４　債権の発生・変更・消滅別報告項目
	（１）債権の発生
	取引金額
	ＵＳ$２，０００，０００．－
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	

	
	（２）債権の変更
　　
	変更のあった項目（該当分に○）
	変更前の内容
	変更後の内容

	
	
	1) 取引金額
	
	

	
	
	2) 貸借の期間
	
	

	
	
	3) 年利率（％）
	
	

	
	（３）債権の消滅
	取引金額
	

	
	
	消滅の事由
（該当分に○）
	1)債権放棄又は債権者による債務の免除
2)債権者の変更又は債権の売却
3)その他（具体的事由を記入：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	


（記入要領）
１　資本取引に関する債権の「発生」、「変更」又は「消滅」に係る報告のうち、資本取引に関する債権の「変更」および「消滅」に係る報告を、本報告書により同時に報告して差し支えない。なお、様式中行った取引以外の取引に該当する字句を消すこと。
２　西暦により記入すること。
３「責任者記名押印又は署名」欄には、報告の提出について授権された者が記名押印又は署名すること。
４「４ 債権の発生・変更・消滅別報告項目」欄は、該当する項目のみを記入すること。取引金額は、原通貨で記入すること。また、金融指標等先物契約にあっては想定元本を記入すること。
５　対外支払手段の売買契約にあっては、債権の発生、消滅にかかわらず、すべて「４（１）債権の発生 取引金額」欄に、買入通貨に係る金額および通貨の種類、売渡通貨に係る金額および通貨の種類（かっこ書き）をそれぞれ記入すること。
（日本工業規格Ａ４）

1. 報告が必要な取引または行為
居住者が非居住者との間で、貸付金や売掛金等の金銭債権を売買する契約を締結した場合。
ただし、金銭債権の売買金額（対価）が1億円に相当する額（注）以下の場合は報告不要です。
（注）　外貨の場合は外為法で定める「基準・裁定外国為替相場」により換算して下さい（以下、金額の換算については同様です）。
2. 報告の時期
契約締結の日から20日以内。
3. 提出書類および提出部数
「資本取引に関する債権の発生報告書」（別紙様式第九）・・・1通
4. 債権の変更・消滅に関する報告書
(1) 債権の変更に関する報告書
　発生報告書の提出後、売買契約を変更した場合であって、同報告書の記載内容に変更が生じるときは、変更契約締結の日から20日以内に「資本取引に関する債権の変更報告書」（別紙様式第九）1通を提出する必要があります。
(2) 債権の消滅に関する報告書
　売買契約が終了したとき（一部実行を含む）は、契約終了の日（又は一部実行の日）から20日以内に「資本取引に関する債権の消滅報告書」（別紙様式第九）1通を提出する必要があります。
　ただし、発生報告書又は上記(1)の変更報告書により報告したところに従い、その履行として行った債権の消滅の場合は報告不要です。
5. 報告書の提出先と照会先

(1) 提出先

東京都中央区日本橋本石町2-1-1　日本銀行国際局外為法手続担当　50番窓口

（郵送の場合の宛先：〒103-8660　郵便事業株式会社　日本橋支店私書箱30号　日本銀行国際局外為法手続担当）

(2) 本報告書に関する照会先

　・フリーダイヤル　0120-79-6656

・ダイヤルイン　　03-3277-2107
記入例　金融指標等先物契約（債権の発生）
別紙様式第九　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法規：外国為替の取引等の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告に関する省令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主務官庁：財　務　省
発 生
資 本 取 引 に 関 す る 債 権 の 変 更 報 告 書
消 滅 

（法第５５条の３第１項第１号から第４号、第１０号及び第１１号に係るもの）
財務大臣殿
（日本銀行経由）
報告年月日：２００５年１月３０日　　　
報　告　者：
氏名又は名称及び　いろは商事株式会社
代表者の氏名　　　代表取締役　　甲野太郎　 　
報告者の区分（該当分に○）
１．公的　２．銀行　３．その他　
住所又は所在地 東京都中央区日本橋本石町2-1-1 
責任者記名押印
又は署名　　　　国際部長　乙川次郎　　 印　　 
担当者の氏名（電話番号）丙山一郎03-3279-1111

	１　資本取引の種類

	　　　　　　　（下記の中から選びその番号を枠内に記入すること）

	（１）非居住者との間の資本取引
1)　信託契約　　　　　　　　　　2)　金銭の貸付契約　　　　　　　　　　3)　金銭の借入契約
4)　債務の保証契約　　　　　　　5)　対外支払手段又は債権の売買契約　　6)　金融指標等先物契約
（２）居住者との間の資本取引
7)　居住者との間の対外支払手段の売買又は債権の売買契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）
8)　金融指標等先物契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）

	２　取引の相手方の所在国又は地域
	アメリカ合衆国

	３　取引の実行年月日（契約締結日）

	　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　　日

	４　債権の発生・変更・消滅別報告項目
	（１）債権の発生
	取引金額
	ＵＳ$２，０００，０００．－
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	

	
	（２）債権の変更
　　
	変更のあった項目（該当分に○）
	変更前の内容
	変更後の内容

	
	
	1) 取引金額
	
	

	
	
	2) 貸借の期間
	
	

	
	
	3) 年利率（％）
	
	

	
	（３）債権の消滅
	取引金額
	

	
	
	消滅の事由
（該当分に○）
	1)債権放棄又は債権者による債務の免除
2)債権者の変更又は債権の売却
3)その他（具体的事由を記入：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	


（記入要領）
１　資本取引に関する債権の「発生」、「変更」又は「消滅」に係る報告のうち、資本取引に関する債権の「変更」および「消滅」に係る報告を、本報告書により同時に報告して差し支えない。なお、様式中行った取引以外の取引に該当する字句を消すこと。
２　西暦により記入すること。
３「責任者記名押印又は署名」欄には、報告の提出について授権された者が記名押印又は署名すること。
４「４ 債権の発生・変更・消滅別報告項目」欄は、該当する項目のみを記入すること。取引金額は、原通貨で記入すること。また、金融指標等先物契約にあっては想定元本を記入すること。
５　対外支払手段の売買契約にあっては、債権の発生、消滅にかかわらず、すべて「４（１）債権の発生 取引金額」欄に、買入通貨に係る金額および通貨の種類、売渡通貨に係る金額および通貨の種類（かっこ書き）をそれぞれ記入すること。
（日本工業規格Ａ４）

1. 報告が必要な取引または行為
 居住者が非居住者との間で金融指標等先物契約（注1）を行った場合。
 ただし、本件取引にあたって、本邦にある銀行等（注2）または金融商品取引業者（注3）が媒介、取次ぎまたは代理をした場合は報告不要です。
（注1） 金融指標等先物契約とは、以下の先物取引（ａからｃまでについては、現物決済が制度上予定されていないものに限る）のことをいいます（外為法第6条第1項第14号）。
ａ　市場デリバティブ取引（金融商品取引法第2条第21項）
ｂ　店頭デリバティブ取引（同第2条第22項）
ｃ　外国金融商品市場において行われる市場デリバティブ取引に類する取引（同第2条第8項第3号ロ）
ｄ　外為省令第2条第2項に規定する取引
　　（注2） 銀行等とは、銀行、長期信用銀行、信用金庫、労働金庫、信用協同組合、貯金業務を行う農業協同組合および漁業協同組合、農林中央金庫、商工組合中央金庫など外国為替令第6条の2第1項に掲げる者をいいます。
（注3） 金融商品取引業者とは、金融商品取引法第2条第9項に規定する金融商品取引業者であって、同法第28条第1項に規定する第一種金融商品取引業を行う者および同条第2項に規定する第二種金融商品取引業を行う者をいいます。
2. 報告の時期
契約締結の日から20日以内。
3. 提出書類および提出部数
「資本取引に関する債権の発生報告書」（別紙様式第九）・・・1通
4. 債権の変更・消滅に関する報告書
(1) 債権の変更に関する報告書
　発生報告書の提出後、先物契約を変更した場合であって、同報告書の記載内容に変更が生じるときは、変更契約締結の日から20日以内に「資本取引に関する債権の変更報告書」（別紙様式第九）1通を提出する必要があります。
(2) 債権の消滅に関する報告書
　金融指標等先物契約が終了したとき（一部実行を含む）は、契約終了の日（又は一部実行の日）から20日以内に「資本取引に関する債権の消滅報告書」（別紙様式第九）1通を提出する必要があります。
　ただし、発生報告書又は上記(1)の変更報告書により報告したところに従い、その履行として行った債権の消滅の場合は報告不要です。
5. 報告書の提出先と照会先

(1) 提出先

東京都中央区日本橋本石町2-1-1　日本銀行国際局外為法手続担当　50番窓口

（郵送の場合の宛先：〒103-8660　郵便事業株式会社　日本橋支店私書箱30号　日本銀行国際局外為法手続担当）

(2) 本報告書に関する照会先

　・フリーダイヤル　0120-79-6656

・ダイヤルイン　　03-3277-2107
記入例　居住者間の対外支払手段の売買（債権の発生）
別紙様式第九　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法規：外国為替の取引等の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告に関する省令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主務官庁：財　務　省
発 生
資 本 取 引 に 関 す る 債 権 の 変 更 報 告 書
消 滅 

（法第５５条の３第１項第１号から第４号、第１０号及び第１１号に係るもの）
財務大臣殿
（日本銀行経由）
報告年月日：２００５年１月３０日　　　
報　告　者：
氏名又は名称及び　いろは商事株式会社
代表者の氏名　　　代表取締役　　甲野太郎　 　
報告者の区分（該当分に○）
１．公的　２．銀行　３．その他　
住所又は所在地 東京都中央区日本橋本石町2-1-1 
責任者記名押印
又は署名　　　　国際部長　乙川次郎　　 印　　 
担当者の氏名（電話番号）丙山一郎03-3279-1111

	１　資本取引の種類

	　　　　　　　（下記の中から選びその番号を枠内に記入すること）

	（１）非居住者との間の資本取引
1)　信託契約　　　　　　　　　　2)　金銭の貸付契約　　　　　　　　　　3)　金銭の借入契約
4)　債務の保証契約　　　　　　　5)　対外支払手段又は債権の売買契約　　6)　金融指標等先物契約
（２）居住者との間の資本取引
7)　居住者との間の対外支払手段の売買又は債権の売買契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）
8)　金融指標等先物契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）

	２　取引の相手方の所在国又は地域
	日本

	３　取引の実行年月日（契約締結日）

	　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　　日

	４　債権の発生・変更・消滅別報告項目
	（１）債権の発生
	取引金額
	ＵＳ$２，０００，０００．－
（　￥２４０，０００，０００．－　　　　　）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	

	
	（２）債権の変更
　　
	変更のあった項目（該当分に○）
	変更前の内容
	変更後の内容

	
	
	1) 取引金額
	
	

	
	
	2) 貸借の期間
	
	

	
	
	3) 年利率（％）
	
	

	
	（３）債権の消滅
	取引金額
	

	
	
	消滅の事由
（該当分に○）
	1)債権放棄又は債権者による債務の免除
2)債権者の変更又は債権の売却
3)その他（具体的事由を記入：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	


（記入要領）
１　資本取引に関する債権の「発生」、「変更」又は「消滅」に係る報告のうち、資本取引に関する債権の「変更」および「消滅」に係る報告を、本報告書により同時に報告して差し支えない。なお、様式中行った取引以外の取引に該当する字句を消すこと。
２　西暦により記入すること。
３「責任者記名押印又は署名」欄には、報告の提出について授権された者が記名押印又は署名すること。
４「４ 債権の発生・変更・消滅別報告項目」欄は、該当する項目のみを記入すること。取引金額は、原通貨で記入すること。また、金融指標等先物契約にあっては想定元本を記入すること。
５　対外支払手段の売買契約にあっては、債権の発生、消滅にかかわらず、すべて「４（１）債権の発生 取引金額」欄に、買入通貨に係る金額および通貨の種類、売渡通貨に係る金額および通貨の種類（かっこ書き）をそれぞれ記入すること。
（日本工業規格Ａ４）

1. 報告が必要な取引または行為
　居住者が他の居住者との間で次に掲げる対外支払手段（外国通貨をもって表示され、又は外国において支払のために使用できるものをいいます。）を売買する契約を締結した場合。
ａ　銀行券、政府紙幣、小額紙幣および硬貨。
ｂ　小切手（旅行小切手を含む）、為替手形、郵便為替および信用状。
ｃ　約束手形等の上記ａ、ｂに掲げるもののいずれかに類するものであって、支払のために使用できるもの。
ｄ　外為法第6条1項7号ハに定めるもの（いわゆる電子マネーに類するもの）。
　ただし、次のいずれかに該当するものは報告不要です。
ａ　対外支払手段の売買金額が１億円に相当する額（注）以下の場合。
ｂ　取引の相手方が本邦にある銀行等、金融商品取引業者または届出者の場合。
　なお、銀行等とは、銀行、長期信用銀行、信用金庫、労働金庫、信用協同組合、貯金業務を行う農業協同組合および漁業協同組合、農林中央金庫、商工組合中央金庫など外国為替令第6条の2第1項に掲げる者をいいます。
　金融商品取引業者とは、金融商品取引法第2条第9項に規定する金融商品取引業者であって、同法第28条第1項に規定する第一種金融商品取引業を行う者および同条第2項に規定する第二種金融商品取引業を行う者をいいます。
　届出者とは「資本取引の相手方となる者の報告を要しない届出書」が財務大臣に受理された者をいいます（届出者の一覧は財務省および日本銀行で閲覧できます）。
（注）　外貨の場合は外為法で定める「基準・裁定外国為替相場」により換算して下さい（以下、金額の換算については同様です）。
2. 報告の時期
契約締結の日から20日以内。
3. 提出書類および提出部数
「資本取引に関する債権の発生報告書」（別紙様式第九）・・・1通
4. 債権の変更・消滅に関する報告書
(1) 債権の変更に関する報告書
　発生報告書の提出後、売買契約を変更した場合であって、同報告書の記載内容に変更が生じるときは、変更契約締結の日から20日以内に「資本取引に関する債権の変更報告書」（別紙様式第九）1通を提出する必要があります。
(2) 債権の消滅に関する報告書
　売買契約が終了したとき（一部実行を含む）は、契約終了の日（又は一部実行の日）から20日以内に「資本取引に関する債権の消滅報告書」（別紙様式第九）1通を提出する必要があります。
　ただし、発生報告書又は上記(1)の変更報告書により報告したところに従い、その履行として行った債権の消滅の場合は報告不要です。
5. 報告書の提出先と照会先

(1) 提出先

東京都中央区日本橋本石町2-1-1　日本銀行国際局外為法手続担当　50番窓口

（郵送の場合の宛先：〒103-8660　郵便事業株式会社　日本橋支店私書箱30号　日本銀行国際局外為法手続担当）

(2) 本報告書に関する照会先

　・フリーダイヤル　0120-79-6656

・ダイヤルイン　　03-3277-2107
記入例　居住者間の債権の売買（債権の発生）
別紙様式第九　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法規：外国為替の取引等の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告に関する省令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主務官庁：財　務　省
発 生
資 本 取 引 に 関 す る 債 権 の 変 更 報 告 書
消 滅 

（法第５５条の３第１項第１号から第４号、第１０号及び第１１号に係るもの）
財務大臣殿
（日本銀行経由）
報告年月日：２００５年１月３０日　　　
報　告　者：
氏名又は名称及び　いろは商事株式会社
代表者の氏名　　　代表取締役　　甲野太郎　 　
報告者の区分（該当分に○）
１．公的　２．銀行　３．その他　
住所又は所在地 東京都中央区日本橋本石町2-1-1 
責任者記名押印
又は署名　　　　国際部長　乙川次郎　　 印　　 
担当者の氏名（電話番号）丙山一郎03-3279-1111

	１　資本取引の種類

	　　　　　　　（下記の中から選びその番号を枠内に記入すること）

	（１）非居住者との間の資本取引
1)　信託契約　　　　　　　　　　2)　金銭の貸付契約　　　　　　　　　　3)　金銭の借入契約
4)　債務の保証契約　　　　　　　5)　対外支払手段又は債権の売買契約　　6)　金融指標等先物契約
（２）居住者との間の資本取引
7)　居住者との間の対外支払手段の売買又は債権の売買契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）
8)　金融指標等先物契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）

	２　取引の相手方の所在国又は地域
	日本

	３　取引の実行年月日（契約締結日）

	　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　　日

	４　債権の発生・変更・消滅別報告項目
	（１）債権の発生
	取引金額
	ＵＳ$２，０００，０００．－
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	

	
	（２）債権の変更
　　
	変更のあった項目（該当分に○）
	変更前の内容
	変更後の内容

	
	
	1) 取引金額
	
	

	
	
	2) 貸借の期間
	
	

	
	
	3) 年利率（％）
	
	

	
	（３）債権の消滅
	取引金額
	

	
	
	消滅の事由
（該当分に○）
	1)債権放棄又は債権者による債務の免除
2)債権者の変更又は債権の売却
3)その他（具体的事由を記入：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	


（記入要領）
１　資本取引に関する債権の「発生」、「変更」又は「消滅」に係る報告のうち、資本取引に関する債権の「変更」および「消滅」に係る報告を、本報告書により同時に報告して差し支えない。なお、様式中行った取引以外の取引に該当する字句を消すこと。
２　西暦により記入すること。
３「責任者記名押印又は署名」欄には、報告の提出について授権された者が記名押印又は署名すること。
４「４ 債権の発生・変更・消滅別報告項目」欄は、該当する項目のみを記入すること。取引金額は、原通貨で記入すること。また、金融指標等先物契約にあっては想定元本を記入すること。
５　対外支払手段の売買契約にあっては、債権の発生、消滅にかかわらず、すべて「４（１）債権の発生 取引金額」欄に、買入通貨に係る金額および通貨の種類、売渡通貨に係る金額および通貨の種類（かっこ書き）をそれぞれ記入すること。
（日本工業規格Ａ４）

1. 報告が必要な取引または行為
　居住者が他の居住者との間で、貸付金、売掛金等の金銭債権を外貨建で売買する契約を締結した場合。なお、外貨建の金銭債権を円貨で売買するときも本件報告が必要となります。
　　　ただし、次のいずれかに該当するものは報告不要です。
ａ　債権の売買金額（対価）が1億円に相当する額（注）以下の場合。
ｂ　取引の相手方が本邦にある銀行等、金融商品取引業者または届出者の場合。
　なお、銀行等とは、銀行、長期信用銀行、信用金庫、労働金庫、信用協同組合、貯金業務を行う農業協同組合および漁業協同組合、農林中央金庫、商工組合中央金庫など外国為替令第6条の2第1項に掲げる者をいいます。
金融商品取引業者とは、金融商品取引法第2条第9項に規定する金融商品取引業者であって、同法第28条第1項に規定する第一種金融商品取引業を行う者および同条第2項に規定する第二種金融商品取引業を行う者をいいます。
　届出者とは「資本取引の相手方となる者の報告を要しない届出書」が財務大臣に受理された者をいいます（届出者の一覧は財務省および日本銀行で閲覧できます）。
（注）　外貨の場合は外為法で定める「基準・裁定外国為替相場」により換算して下さい（以下、金額の換算については同様です）。
2. 報告の時期
　　　契約締結の日から20日以内。
3. 提出書類および提出部数
　　　「資本取引に関する債権の発生報告書」（別紙様式第九）・・・1通
4. 債権の変更・消滅に関する報告書
(1) 債権の変更に関する報告書
　発生報告書の提出後、売買契約を変更した場合であって、同報告書の記載内容に変更が生じたときは、変更契約締結の日から20日以内に「資本取引に関する債権の変更報告書」（別紙様式第九）1通を提出する必要があります。
(2) 債権の消滅に関する報告書
　売買契約が終了したとき（一部実行を含む）は、契約終了の日（又は一部実行の日）から20日以内に「資本取引に関する債権の消滅報告書」（別紙様式第九）1通を提出する必要があります。
　ただし、発生報告書又は上記(1)の変更報告書により報告したところに従い、その履行として行った債権の消滅の場合は報告不要です。
5. 報告書の提出先と照会先

(1) 提出先

東京都中央区日本橋本石町2-1-1　日本銀行国際局外為法手続担当　50番窓口

（郵送の場合の宛先：〒103-8660　郵便事業株式会社　日本橋支店私書箱30号　日本銀行国際局外為法手続担当）

(2) 本報告書に関する照会先

　・フリーダイヤル　0120-79-6656

・ダイヤルイン　　03-3277-2107
記入例　居住者間の金融指標等先物契約（債権の発生）
別紙様式第九　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根拠法規：外国為替の取引等の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告に関する省令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主務官庁：財　務　省
発 生
資 本 取 引 に 関 す る 債 権 の 変 更 報 告 書
消 滅 

（法第５５条の３第１項第１号から第４号、第１０号及び第１１号に係るもの）
財務大臣殿
（日本銀行経由）
報告年月日：２００５年１月３０日　　　
報　告　者：
氏名又は名称及び　いろは商事株式会社
代表者の氏名　　　代表取締役　　甲野太郎　 　
報告者の区分（該当分に○）
１．公的　２．銀行　３．その他　
住所又は所在地 東京都中央区日本橋本石町2-1-1 
責任者記名押印
又は署名　　　　国際部長　乙川次郎　　 印　　 
担当者の氏名（電話番号）丙山一郎03-3279-1111

	１　資本取引の種類

	　　　　　　　（下記の中から選びその番号を枠内に記入すること）

	（１）非居住者との間の資本取引
1)　信託契約　　　　　　　　　　2)　金銭の貸付契約　　　　　　　　　　3)　金銭の借入契約
4)　債務の保証契約　　　　　　　5)　対外支払手段又は債権の売買契約　　6)　金融指標等先物契約
（２）居住者との間の資本取引
7)　居住者との間の対外支払手段の売買又は債権の売買契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）
8)　金融指標等先物契約（外国通貨をもって支払を受けることができるもの。）

	２　取引の相手方の所在国又は地域
	日本

	３　取引の実行年月日（契約締結日）

	　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　　　月　　　　　　　　日

	４　債権の発生・変更・消滅別報告項目
	（１）債権の発生
	取引金額
	ＵＳ$２，０００，０００．－
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	

	
	（２）債権の変更
　　
	変更のあった項目（該当分に○）
	変更前の内容
	変更後の内容

	
	
	1) 取引金額
	
	

	
	
	2) 貸借の期間
	
	

	
	
	3) 年利率（％）
	
	

	
	（３）債権の消滅
	取引金額
	

	
	
	消滅の事由
（該当分に○）
	1)債権放棄又は債権者による債務の免除
2)債権者の変更又は債権の売却
3)その他（具体的事由を記入：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	金銭の貸借契約
	貸借の期間（該当分に○）
	 1) 1年以内　　　2) 1年超

	
	
	
	年利率（％）
	


（記入要領）
１　資本取引に関する債権の「発生」、「変更」又は「消滅」に係る報告のうち、資本取引に関する債権の「変更」および「消滅」に係る報告を、本報告書により同時に報告して差し支えない。なお、様式中行った取引以外の取引に該当する字句を消すこと。
２　西暦により記入すること。
３「責任者記名押印又は署名」欄には、報告の提出について授権された者が記名押印又は署名すること。
４「４ 債権の発生・変更・消滅別報告項目」欄は、該当する項目のみを記入すること。取引金額は、原通貨で記入すること。また、金融指標等先物契約にあっては想定元本を記入すること。
５　対外支払手段の売買契約にあっては、債権の発生、消滅にかかわらず、すべて「４（１）債権の発生 取引金額」欄に、買入通貨に係る金額および通貨の種類、売渡通貨に係る金額および通貨の種類（かっこ書き）をそれぞれ記入すること。
（日本工業規格Ａ４）

1. 報告が必要な取引または行為
　居住者が他の居住者との間で外貨建決済による金融指標等先物契約（注1）を行った場合および円建決済による外国通貨の金融指標に係る金融指標等先物契約を行った場合。
　ただし、次のいずれかに該当するものは報告不要です。

ａ　取引の相手方が本邦にある銀行等（注2）または金融商品取引業者（注3）の場合。
ｂ　本件取引にあたって、本邦にある銀行等または金融商品取引業者が媒介、取次ぎまたは代理をした場合。
　　　　
（注1）　金融指標等先物契約とは、以下の先物取引（ａからｃまでについては、現物決済が制度上予定されていないものに限る）のことをいいます（外為法第6条第1項第14号）。
ａ　市場デリバティブ取引（金融商品取引法第2条第21項）
ｂ　店頭デリバティブ取引（同第2条第22項）
ｃ　外国金融商品市場において行われる市場デリバティブ取引に類する取引（同第2条第8項第3号ロ）
ｄ　外為省令第2条第2項に規定する取引
　　（注2）　銀行等とは、銀行、長期信用銀行、信用金庫、労働金庫、信用協同組合、貯金業務を行う農業協同組合および漁業協同組合、農林中央金庫、商工組合中央金庫など外国為替令第6条の2第1項に掲げる者をいいます。
　　（注3）  金融商品取引業者とは、金融商品取引法第2条第9項に規定する金融商品取引業者であって、同法第28条第1項に規定する第一種金融商品取引業を行う者および同条第2項に規定する第二種金融商品取引業を行う者をいいます。
2. 報告の時期
契約締結の日から20日以内。
3. 提出書類および提出部数
「資本取引に関する債権の発生報告書」（別紙様式第九）・・・1通
4. 債権の変更・消滅に関する報告書
(1) 債権の変更に関する報告書
　発生報告書の提出後、先物契約を変更した場合であって、同報告書の記載内容に変更が生じるときは、変更契約締結の日から20日以内に「資本取引に関する債権の変更報告書」（別紙様式第九）1通を提出する必要があります。
(2) 債権の消滅に関する報告書
　金融指標等先物契約が終了したとき（一部実行を含む）は、契約終了の日（又は一部実行の日）から20日以内に「資本取引に関する債権の消滅報告書」（別紙様式第九）1通を提出する必要があります。
　ただし、発生報告書又は上記(1)の変更報告書により報告したところに従い、その履行として行った債権の消滅の場合は報告不要です。
5. 報告書の提出先と照会先

(1) 提出先

東京都中央区日本橋本石町2-1-1　日本銀行国際局外為法手続担当　50番窓口

（郵送の場合の宛先：〒103-8660　郵便事業株式会社　日本橋支店私書箱30号　日本銀行国際局外為法手続担当）

(2) 本報告書に関する照会先

　・フリーダイヤル　0120-79-6656

・ダイヤルイン　　03-3277-2107
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信託契約に基づく債権の発生に関する報告書等の提出要領
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金銭の貸付契約に基づく債権の発生に関する報告書等の提出要領
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金銭の借入契約に基づく債権の発生に関する報告書等の提出要領
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債務の保証契約に基づく債権の発生に関する報告書等の提出要領
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対外支払手段の売買契約に基づく債権の発生に関する報告書等の提出要領
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債権の売買契約に基づく債権の発生に関する報告書等の提出要領
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金融指標等先物契約に基づく債権の発生に関する報告書等の提出要領
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居住者間の対外支払手段の売買契約に基づく債権の発生に関する報告書等の提出要領
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居住者間の債権の売買契約に基づく債権の発生に関する報告書等の提出要領
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居住者間の金融指標等先物契約に基づく債権の発生に関する報告書等の提出要領








